
平成１９年度　事業計画書

学校法人　新潟工科大学



　　 建学の精神：ものづくりの視点を重視した工学教育を通じて、未知の分野に果敢に挑戦する創造性豊かな人材を育成する。

　　Ⅰ．法人の概要

１．設置する学校・学部・学科等の名称及び入学定員と学生数

（単位：人）

学校 学部・研究科 学科・専攻 入学定員 収容定員 在籍学生数 定員充足率

 工学部 工学科 200 ( 5) 810 718 88.6% 

小　　　計 200 ( 5) 810 718 88.6% 

生産開発工学専攻(修士課程) 12 24 23 95.8% 

生産開発工学専攻(博士課程) 4 12 3 25.0% 

小　　　計 16 36 26 72.2% 

　　　合　　　計 216 ( 5) 846 744 87.9% 

　※１　在籍学生数は、令和４年５月１日現在。

　※２　工学部では３年次編入学定員を設定。（　）内は入学定員の外数。

　※３　定員充足率 ＝ 在籍学生数／収容定員×１００
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２．役員、評議員及び教職員の概要（令和５年３月３１日現在）

（１）役員（理事：定員９人以上１２人以内、監事：定員２人） （２）評議員（定員２１人以上２５人以内）

理 事 長 大倉　正寿 大倉　正寿 野口　武嗣

常務理事 坂田　武利 　新潟工科大学　事務局長 大川　秀雄 平石　正敏

理　　事 大川　秀雄 　新潟工科大学　学長 佐藤　　功 滝沢　昌彦

理　　事 佐藤　　功 　サトウ食品株式会社 相談役会長 髙木　修哉 松田　一彦

理　　事 髙木　修哉 　株式会社コロナ 取締役執行役員 総務部長 吉田　　康 池田　和美

理　　事 吉田　　康 　株式会社ブルボン 代表取締役社長 古口日出男 舟見　　豊

理　　事 櫻井　雅浩 　柏崎市長 門脇　基二 小川　智史

理　　事 古口日出男 　新潟工科大学　副学長 坂田　武利 諸我　勝巳

理　　事 門脇　基二 　新潟工科大学　副学長 真貝　維義 田邉　幸子

監　　事 戸松　　尚 　株式会社磯部ハイテック 代表取締役 太田　正純 村上　　肇

監　　事 関矢　浩章 　日本メッキ工業株式会社　特別顧問 棚橋　　章 竹園　　恵

　大橋　　尚

（理事９人、監事２人） （２３人）

－
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（３）役員賠償責任保険制度への加入

私立学校法に基づき、理事会決議により令和２年４月１日から私大協役員賠償責任保険に加入しました。

１．団体契約者

日本私立大学協会

２．被保険者

（個人被保険者）理事・監事、評議員、執行役員、管理職従業員、法人外派遣役員、退任役員

（記名法人）学校法人新潟工科大学

３．補償内容

① 役員（個人被保険者）に関する補償

法律上の損害賠償金、争訟費用等

② 補償契約に関する補償

③ 記名法人に関する補償

法人内調査費用、第三者委員会設置・活動費用

４．支払い対象とならない主な場合（職務執行の適正性が損なわれないようにするための措置）

被保険者が私的な利益または便宜の供与を違法に得たことに起因する対象事由、被保険者の犯罪行為に起因する対象事由等

５．保険期間中総支払限度額

３億円

（４）教職員

専任教員　４５人　　専任職員　３６人
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３．法人の沿革

　平成２年９月、国内外の産業構造の変革が進む中で、「ものづくりこそ産業界発展の原点である」という認識のもと、産業界と地域社会に

貢献できる技術者の養成を願い、新潟県内２５８社の製造業経営者が結集して「新潟工科大学設立同盟会」が発足されました。

　その後、平成４年１２月、本法人の設立母体ともいえる財団法人新潟工科大学設立準備財団を設立。そして、新潟県と柏崎市をはじめとす

る７８市町村からの財政支援及び県内外企業や個人等から３０００件にのぼるご寄付をいただき、平成６年１２月には、文部大臣（現文部科

学大臣）から大学設置及び学校法人寄附行為認可を受け、平成７年４月、県内初の工科系私立大学として新潟工科大学が開学しました。

　開学後は、学部教育を更に発展させ、高度な専門的知識と

技術を有し、研究開発を行う高級技術者の養成を目的として、 年　　月 概　　　　要

平成１１年には大学院工学研究科（修士課程）を、平成１３ 　平成 2(1990)年 9月 　新潟工科大学設立同盟会設立

年には同研究科の博士後期課程を開設しました。平成２７年 　平成 4(1992)年12月 　財団法人新潟工科大学設立準備財団許可

度には、総合性を重視した理念に基づき、従来の４学科制か 　平成 6(1994)年12月 　大学設置及び学校法人寄附行為認可

ら新しい工学科１学科制へと転換するとともに、教育課程を 　平成 7(1995)年 4月 　新潟工科大学開学

現代にふさわしいものに再構築し抜本的な教育改革を実行し 　平成10(1998)年10月 　地域産学交流センター開設

ました。 　平成11(1999)年 4月 　大学院工学研究科（修士課程）開設

　これからも新潟工科大学は「社会に開かれた個性ある大学 　平成13(2001)年 4月 　大学院工学研究科博士後期課程開設

として、産学協同を通じて産業界に貢献する」という基本理 　平成16(2004)年 6月 　創立１０周年記念式典

念と、「ものづくりの視点を重視した工学教育を通じて、未 　平成19(2007)年 4月 　学習支援センター（現 教育センター）開設

知の分野に果敢に挑戦する創造性豊かな人材を育成する」と 　平成20(2008)年 4月 　環境科学科開設

いう建学の精神の具現化に向けて取り組みます。 　平成22(2010)年11月 　原子力耐震・構造研究センター完成

　なお、本学設立の中心的推進役でありました新潟工科大学 　平成24(2012)年11月 　 滋養・薬効研究センター（現 食品機能開発研究センター）開設

設立同盟会は、新潟工科大学の開学と同時に発展的解散し、 　平成25(2013)年 4月 　キャリアセンター開設

新たな本学の支援団体「新潟工科大学産学交流会」として生  　　　同　　上 　　原子力安全・安心創造センター（現　地域安全・安心研究センター）開設

まれ変わりました。同会からの物心両面にわたる支援・交流 　平成26(2014)年 9月 　創立２０周年記念式典

は、本法人にとってかけがえのない財産であるとともに、 　平成27(2015)年 4月 　工学科開設

「就職に強い新潟工科大学」の大きな支えとなっています。 　平成30(2018)年 1月 　風・流体工学研究センター開設

 　　　同　　上 　ものづくり工作センター開設

　令和元(2019)年 4月 　情報センター開設

　令和５(2023)年 3月 　 フィールドロボティクス研究室ドローン性能評価研究試験場完成
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Ⅱ．事業の概要

　１．教育の概要

１）全体概要

　令和４年度から従来の工学科３学系８コースを４学系７コースに再編成し、新たなカリキュラムの教育がスタートしました。従来は２年次に

学系を、３年次にコースを選択していましたが、この再編ではより早期から専門分野の学びを深めるため、２年次に学系・コースを選択するよ

う変更しました。１年次は今まで同じく工学の様々な分野を学ぶために必要な基礎知識や技術を身に付けますが、２年次以降のコース選択の指

針となりうる工学基礎ゼミ、基礎実験を行うことで、１年選択が早まっても迷うことが無いよう制度設計を行っています。

　また、令和元年度に採択された新潟県の助成事業である「産学連携による人材育成・定着促進支援事業（本学事業名：コトづくり実践教育を

通じた地域中核技術者の育成と県内定着）」も４年目となり、県内各地域や学内で展開されるインターンシップやＰＢＬ（課題解決型学習）の

取り組み、ＡＩ基礎技術の修得やビジネスモデル構築力の修得とイノベーター育成を主眼とした新たな正規科目も軌道に乗り、学生から好評を

得ています。

　その中で、令和５年度に向けて、中退予防やカリキュラムの適切性の検討により、基礎教育における数学系・理科系科目について、各コース

の専門分野修得に必要な範囲や、入学試験の受験科目設定との齟齬を是正するため、科目区分を見直しました。数学系科目については情報系

コースで必要となる高度な分野の科目を設定しました。また、理科系科目は、従来の物理科目を必修科目から選択科目へと変更し、化学・生物

・宇宙科学などの基礎分野の科目を新設して広げつつ、力学・電磁気学などの高度な分野の科目を設定しました。これらは令和５年度以降の学

生の履修状況や単位取得状況に応じて見直しを行っていくこととしています。

　今後も、引き続き地域に求められる技術者の育成を目的とした教育を加速させていきます。

 ２）新型ウイルス感染症対策

　新型ウイルスの感染拡大直後から、本学としては感染防止対策を厳にして対面による教育を原則として取り組んできました。令和４年度につ

いても従前どおり授業方針及び授業における感染防止対応の指針を定め、一部発声が伴う語学科目や履修者数の多い科目については、オンライ

ン授業を活用した遠隔対応を行ったものの、実験・実習を含め、教育の質の維持のため、ほとんどの科目は対面で実施しました。

　また、昨年度までは開催を見送ってきた工科大祭（学園祭）、対象学年を制限した保護者交流会（父母との面談）についても、徐々にではあ

りますが、再開・拡大してきています。特に工科大祭は３年ぶりの開催となりましたが、１,５００名もの来場者を得て、久しぶりの賑わいに

実行委員会の学生も喜んでいました。

　令和５年５月８日から新型ウイルスも感染症法上の五類に分類され、インフルエンザと同様の取扱いになります。講義室の収容人数の制限を

はじめとする感染防止対策を見直し、徐々にではありますが新型ウイルス禍以前の状況に戻していく予定です。
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３）中退予防

 　令和３年度に立ち上げた中退予防ワーキンググループで次の施策を策定・実施しました。

　　■修学サポートチーム

　　　　　従来の助言教員制度（全学生に担当教員を配置）に加え、授業等の出席率が低下した学生のケア、担当助言教員のサポートなどを行

　　　　う「修学サポートチーム」を設置した。

　　■教員の指導レベルの向上

　　　　　助言教員の学生への指導力向上を目的としてコーチング研修を４月に２回開催した。

　　■助言指導マニュアルの策定

　　　　　助言教員の学生対応に係る基本マニュアルを策定し、統一的な学生対応方法と修学サポートチームとの連携手順の理解促進を行った。

　これらの取り組みにより、退学者は前年度比で１割程度（２７名、在籍者比３.９％⇒２３名、同３.２％）減少するなど、徐々に成果が見え

てきています。

４）未来応援プログラム

 　協賛企業の寄付により運用される本制度は５年目を迎えました。学生自身が持つ目標や夢の実現を応援する月額５万円（年間６０万円）の給

付型の奨学金として、年間７０名程度の学生の活動を支えていただいています。

　本制度の特徴である奨学生と協賛企業との交流は、新型ウイルス禍で積極的な活動を行うことができませんでしたが、学内で開催される会社

説明会に参加された協賛企業への訪問、事業内容説明や企業が学生に求める資質・能力などをレクチャーいただく企業説明会など、徐々に活動

を拡大することができました。特に企業説明会は、オンラインにより開催したものが１２社、企業見学を行いながら開催したものが１社と、前

年度のオンライン開催の２社から大幅に増加しました。学生は積極的に質問を行い、企業の現場の様々な情報が得られたことから非常に高い満

足感が得られた様子でした。
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５）アンドバリュープログラム

　令和４年度の学系再編成に併せ、「アンドバリュープログラム」として次の事業をスタートさせました。

　　■アドバンス制度

　　　　　特待生の学生を対象に、学生同士の交流、新進気鋭の若手社長との交流などを実施。優秀な学生の修学意欲を向上させることで、他

　　　　の学生にも良い刺激を与えて学生全体の活性化や意欲向上を図った。

　　■プラスアルファ制度

　　　　　建築士や情報系資格の取得支援、宇宙エレベータークライマーチャレンジ競技会への出場、学内キャンプ場の企画策定のほか、ＶＲ

　　　　教材の開発や天然酵母使用のパン開発など、教育に関連した様々な取り組みを行った。

　なお、これに加えて、２年次に選択するコース以外の専門分野を学ぶことができる「副専攻制度」を設けており、令和５年度以降に学生が

チャレンジしていく予定です。
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　２．研究の概要

１）研究促進・支援体制

　本学では、産業界や地域連携等の機関との連携、産学交流の促進、外部資金獲得の強化を図るため、外部資金獲得委員会と地域産学交流セ

ンター、リサーチ・アドミニストレータの三者が連携し、科学研究費の申請および企業等からの共同研究、受託研究、奨励寄付、技術相談及

び各種調査等を積極的に受入れました。また、教員とリサーチ・アドミニストレータが協力し、公的資金への研究費申請を積極的に行い、国

立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（通称：ＮＥＤＯ）が公募する研究開発委託事業「次世代空モビリティの社会実装に向

けた実現プロジェクト」に採択されました。本プロジェクトは、労働力不足や物流量の増加に伴う業務効率化に加え、感染症対策の一環とし

て非接触化が求められる中で、次世代空モビリティ（ドローン・空飛ぶクルマ）による省エネルギー化や人手を介さないヒト・モノの自由な

移動が期待されています。

　また、これらの実績等を広報誌「SeeNExT」やホームページ、各種研究センター広報誌で公表し、研究力を発信しました。

２）産学連携

　大学の持つ知的資源を社会に還元し、地域企業等の発展に資するため「企業向け出前講座制度」の活用を促進しました。また、地域企業向

けに研究シーズプレゼンテーションや研究室見学、企業課題相談等を行う「産学交流オープンカフェ」を開催するとともに、大学リソースデ

ータベースやメルマガを活用し、本学の研究シーズを発信するなど、企業や地域課題の解決に向けて取り組みました。さらに、産学交流会と

連携し、学内公募型の「研究開発助成金制度」を設け、大学の研究力向上を図った他、産学交流会会員企業からの寄付金からなる給付型奨学

金「未来応援プログラム」により、学生の就学支援を行いました。

３）地域連携

　①地域産学交流センター

　　　本学と包括連携協定を締結している各地域で、子どもたちの科学技術への興味、理系の学びへの意識醸成を図り、地域との人材循環を

　　図るため、子ども向け科学講座「子どもロボット工作教室」や「子どもプログラミング教室」を開催しました。また地域企業との交流及

　　び企業課題に向けた勉強会として、上越地域産業界と連携し、カーボンニュートラルに向けた「水素エネルギーの可能性と展望」につい

　　ての講演会の開催、柏崎技術開発振興協会と連携したものづくり開発塾においてメタネーションをテーマに「高付加価値な地域資源を

　　“つくる”・“継続させる”基礎講座（全4回）」を開催いたしました。
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　②風・流体工学研究センター

　　　企業等からの共同研究、受託研究、奨励寄付、技術相談を地域産学交流センターと連携しながら受入れ、住宅内の風の流れの解析から

　　日本海岸部の降雪メカニズム解明についての幅広い風・流体工学のスケールに渡って研究を継続しています。

　　　本センターにおいて企業と出願した特許が実施され、第三者にも実施許諾がなされました。これらの研究の取組等を広報誌「風のかた

　　ち」ホームページで風・流体にかかわる課題解決や知識普及に資する知見を発信しました。　　

　③地域安全・安心研究センター

　　　地域の安全・安心を確保した持続可能なまちづくりに関する総合的な教育研究拠点として、防災に関しては、情報の認識に関するリス

　　クコミュニケーション研究や小学生向け防災教材の開発を研究所や教育機関と連携して推進しています。また、低環境負荷なエネルギー

　　創生に関しても、外部資金を活用し廃熱回収・貯蔵に関する研究や雪氷に強い小型水力発電の研究をすすめています。さらに、本センタ

　　ーで開発した個別建物の雪荷重のリアルタイムモニタリングシステムの実証試験を継続して行い、雪国の安全・安心にかかわる情報発信

　　拠点の体制を構築しました。更にエネルギーのまち柏崎市としての取組みを加速し、安全・安心に暮らすことのできる地方都市を形成す

　　るため、防災と環境・エネルギーに特化した連携協定締結に基づき各機関との活動を継続しています。

４）令和４年度外部資金獲得実績（研究に関するもの）

①公募、審査、採択の過程を経て獲得する競争的研究資金等

金額（千円）

112,767

21,762

7,142

②受託研究、共同研究

　　　16件　　14,570千円

③教育研究奨励寄付金

　　　33件　　21,430千円

配分機関

新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技術総合開発機構(NEDO)

日本学術振興会

文部科学省

制度名（　）は件数

次世代空モビリティの社会実装に向けた実現プロジェクト(1)

科学研究費助成事業(19)　※分担金を含む

原子力システム研究開発事業(1)
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　３．中期経営計画の概要

　「企業がつくったものづくり大学」としての教育ブランドの確立を目指すことを目的とした第４期中期経営計画（令和３年度～令和５年度）

を実行することとし、教育と経営の両面で計８つの事業項目、１１のワーキンググループを立ち上げ、取り組んでいます。

　各事業項目の令和４年度の取り組み内容は以下のとおりです。

１－Ａ）学生活動サポートプログラム

１－Ｂ）ポートフォリオシステムの見直し

１－Ｃ）福利厚生

２）企業連携による実践教育の特色化

テレビで取り上げられるなど広報にも繋がっています。

　課外活動を通じ学生の成長を促進する『プラスアルファ制度』を開始しました。参加学生は学習管理システムや達成度自己評価システムに

活動記録を入力できるようにしました。また、ホームページ・ＳＮＳを通じて学生の活動の様子を広報しました。「能力は高いが消極的な学

ログラム）の結果データを用いて学生の特性把握を行いました。

　達成度自己評価システムに正課外活動の記録を入力できるよう改修し、学生・教職員に説明を行いました。システムに入力・蓄積された

記録は、「ディプロマサプリメント」として卒業時に交付しました。次年度は、就職活動時にも活用する等、更にポートフォリオを充実さ

せる予定です。

　新入生の仲間づくりを推進するため、４月に地域別交流会を開催しました。学生の要望に応え、卒業研究発表会前は夜遅くなる学生を対象

にゲストハウスの浴室を無料開放しました。学生食堂設置のモニターを活用し、学内イベントの告知を行いました。学生ＤＩＹによるＢＢＱ

炉の利用促進に向け、学生食堂・売店での食材・燃料の販売を検討しています。

　産学連携による実践教育の特色をより明確にするため、『ミライ・シコウ⁴』プログラムとして産学協同科目・各種インターンシップの体

複数のプロジェクトが進行しており、学生の知識・技術の向上に成果が上がっているだけでなく、関わった商品、施設の改修・設計が新聞・

生」が主体的・能動的となるような課外活動等の仕組み検討のため、ＰＲＯＧテスト（ジェネリックスキルの成長を支援するアセスメントプ

系化を図り、令和５年度からカリキュラムの変更を行いました。企業や自治体と一緒に課題に取り組むＰＢＬ（課題解決型学習）は引き続き
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３－Ａ）学生の活動がみえるものづくりスペース

３－Ｂ）学生によるデジタルコンテンツ製作

４）ＤＸ推進による教育の新形態

５）入学定員の確保

６）就職支援体制の強化　～誰一人取り残さない就職支援～

　キャリアワークショップとして、１･２年生対象『低学年から参加できるインターンシップの探し方』、３年生対象『自己理解を深めよ

う』、『エントリーシート作成講座』を開催しました。製造業等ＳＥ育成インターンシップ事業の採択を受け、地元柏崎市でＳＥインターン

シップを実施した後、次年度の職業実習に向け製造業・建設業におけるＳＥインターンシップのモデルプログラムを作成しました。

を行っています。

　Ｎｓ'スタジオに工具・コンテナ等を設置し、オープンなものづくりスペースとなるよう整備しました。学内の使用されていない居室等の

貸し出しを継続し、卒業設計製作の創作活動等に使用され、昨年度に続いて学生のコンクール入賞等の成果に繋がっています。学生のもの

づくり活動に掛かる費用についても支援を検討しています。

　昨年度に引き続き、映像クリエータ育成特別講習会を開講しました。昨年よりも多くの学生が受講できるようにし、今年度は講師アシス

タント２名を含む３３名の学生が動画編集の基本技術を身に着けました。講習会を受講した学生からは、最終的に９つの作品提出がありま

した。次年度は研究室を題材とした動画の作成や動画作品コンテストの開催等を計画しています。

　遠隔授業実施に係る法令上の特例措置後も継続して多様なメディアを活用した授業を進めるため、学則の変更を行いました。また、悪天

候・自然災害や新型ウイルスクラスター発生時等の休講または遠隔授業実施への移行に係る取扱いを策定しました。また、オンライン授業の

クオリティアップのため、配信時のガイドラインが必要であることを確認しました。

　学校推薦型選抜（専願型）においてＢ日程を、また、Ａ日程に近隣県の工業系高校を対象とした特別指定枠３０を新設しました。一般特

ましたが、令和５年度の入学者数は厳しい結果となりました。改善に向け、現在、県内工業高校とのコンソーシアム等、学生募集施策の協議

待生の歩留まりの低さを踏まえ、一般特待生を縮小し推薦特待生を拡大しました。入試制度、広報ともに様々な新しい施策や改善を実施し
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７）内部質保証体制の強化

８）経営の健全化

　収入増加施策として、個人向けにクレジットカード決済及びＷＥＢフォームを改修し、遺贈・財産相続による寄付の受付を開始しました。

教職員１０名から成る将来構想策定部会を設置を設置し、定員充足した場合の収支均衡（黒字化）を目指した施策を検討しました。検討の結

果を次年度以降の事業改善に繋げていきます。

　令和３年度に制定した内部質保証の組織体制と関係規定に基づき、アセスメント項目を定め、後期より点検・評価活動を開始しました。

今後はモニタリングを継続的に行うことで、点検・評価結果を改善に繋げるようにＰＤＣＡサイクルを回していきます。
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　４．学生募集の概要

　　広告代理店と連携し、ＴＶ－ＣＭをはじめ一貫したメディア広報戦略を展開した他、デジタル施策やオープンキャンパス（全６回）の実

　施、県内及び近隣県の高校に訪問して本学の魅力を直接伝える等、様々な取り組みを行いましたが、結果として入学定員を充足することが

　できませんでした。

　　18歳人口の減少や都市部への流出に加え、新型ウイルスや国外での戦争等による経済不安などの外的要因もありますが、最も大きな要因

　（課題）は、“企業がつくったものづくり大学”のオンリーワンの教育・研究が高校教員や生徒、保護者に伝わっていない、あるいは、魅

　力と感じられていないことであると認識しています。これは、近年の広報戦略により、本学の認知度向上に一定の成果がありながら、志願

　者や入学者数が伸び悩んでいることからも明白であり、喫緊の問題として非常に重く受け止めています。

　　令和５年度の学生募集は、これらの問題解決に向け、理事会と教職員が一丸となって取り組みながら、国や社会、近隣高校の動向に合わ

　せて流動的に対応できるよう注視してまいります。

　５．就職の概要

（１）現在の就職動向

　　工学部である本学では、８割以上の学生が製造業、建設業、情報通信業へ就職しています。なお、本学卒業生の内定者に対する約99％の

　学生が「大変良かった」または「良かった」と回答しています。

（２）就職率

　　新型ウイルス感染症の影響や厳選採用が続く中、就職率は99.2％となりました。なお、第１期卒業生から現在までの平均就職率は95％以

　上であり、就職率は開学以来から高水準を維持しています。

（３）地域別就職比率

　　新潟県出身者が多いため、県内の就職者が７～８割にのぼります。また、県外へは関東、北陸、中部・東海地方を中心に就職しています。

（４）求人倍率

　　求人倍率は、本学学生への期待度を示す指標のひとつです。本学では、新潟工科大学産学交流会や同窓会と連携し、また、教職員による

　企業訪問により、定期的な採用の依頼や新規求人開拓等、学生の就職機会の拡大に力を入れています。

　　◆令和４年度求人倍率　＝　185.0倍（求人数／就職希望者数）
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　６．施設設備の概要

　　燃料費の高騰による光熱水費やガソリン代の値上がりの影響を受けながらも、年次計画に基づく施設設備の修繕や維持を全て実行しまし

　た。特に教育・研究に支障が出る恐れのあるサッシ廻り・外壁目地のシール補修や、空調機と昇降機の修繕を重点的に行いました。

　　このほか、学内全域をカバーする無線ＬＡＮのアクセスポイントの更新を昨年度から引き続き実施し、全て完了しました。

　　また、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）が公募した「次世代空モビリティの社会実装に向けた実現プ

　ロジェクト／ドローンの性能評価手法の開発／制約環境下におけるドローンの性能評価法の研究開発」の研究開発委託事業に採択され、令

　和５年３月に「フィールドロボティクス研究室ドローン性能評価研究試験場」が完成しました。
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Ⅲ．令和４年度決算の概要

　１．財務の概要（前年度との比較）、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策等

収入面では、学部在籍者数が718人と17人増加し、学生生徒等納付金収入が増収しました。また、NEDOの委託事業に採択され
たことから、付随事業収入が大幅に増収しました。
一方、社会保険料率と私立大学退職金財団の掛金上昇及び、定年退職者の人数増により退職金を含めた人件費が増加した他、

昨今の燃料費高騰による光熱水費の大幅な増加や、経年劣化による施設設備の補修費に費用が嵩むなど、支出面も大きく膨らみ
ました。
以上のことから、基本金組入前の当年度収支差額は約－201,000千円と、当年度も支出超過となりました。前年度と比較する

と約104,000千円改善していますが、上記の付随事業収入の影響であり、一時的なもののため、翌年度以降はまた支出超過の幅
が広がることが予想されます。
支出に対しては厳しい予算編成と執行管理を徹底して抑えていますが、魅力ある教育・研究を推進し、学生満足度を高めるた

めには、学生数を確保し、収容定員を充足させることが最優先と考えています。
翌年度は、年内の入学者選抜に重点をおいた施策を展開して入学定員確保に努めるものとし、これまで以上に理事会と連携を

密にしながら、外部環境の変化に瞬時に対応できる経営戦略を企画・実行していきます。
費用に対する効果検証を厳に実施し、一刻も早く安定的な財務基盤を構築することであり、

（１）事業活動収支の主な内容
①教育活動収支 ：人件費、奨学費、教育研究費、減価償却等により、教育活動収支差額は約－235,000千円となりました。
②教育活動外収支：国債等の債券や定期預金等の運用利息により、教育活動外収支差額は約＋44,000千円となりました。

なお、教育活動外支出はありません。
③特 別 収 支：債券の売却差額、科学研究費補助金の現物寄付などによる収入がありましたが、施設設備等の処分によ

る多額の資産処分差額が生じたため、特別収支差額は約－9,000千円となりました。

（２）資金収支計算書の主な内容
①NEDO事業の推進に必要な試験場の建設や研究機器の購入の他、安全面を考慮した昇降機の入替や、空調設備の更新を行い
ました。

②支払資金に充当するため、特定資産の一部を取り崩すとともに、運用利息収入を将来の施設設備の維持・更新費用に充当
するため特定資産として積立てました。

④翌年度繰越支払資金と合わせた年度末における金融資産は、約5,076,000千円(前年度比：約190,000千円減)となりました。
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　２．事業活動収支計算書（法人全体） 単位：千円

（１）事業活動収支計算書（予算、決算及び増減）

○事業活動収支：当該年度の活動に対応する事業活動収入と事業活動支出の内容と、基本金組入れ後の収支均衡の状態を表している。

Ｂ Ａ Ｂ－Ａ

科　目 予　算 決　算 差　異

1 学 生 生 徒 等 納 付 金 1,002,610 1,001,803 807 

2 手 数 料 15,843 12,799 3,044 

3 寄 付 金 53,075 56,450 △3,375 

4 経 常 費 等 補 助 金 196,985 205,813 △8,828 

（うち、国　庫　補　助　金） (184,424) (193,178) （△8,754)

（うち、地方公共団体補助金） (12,561) (12,634) （△73)

5 付 随 事 業 収 入 131,725 144,297 △12,572 

6 雑 収 入 45,114 53,640 △8,526 

7 教 育 活 動 収 入 計 1,445,352 1,474,804 △29,452 

8 人 件 費 808,416 810,844 △2,428 

9 教 育 研 究 経 費 688,924 662,649 26,275 

10 管 理 経 費 237,320 236,599 721 

11 徴 収 不 能 額 等 0 665 △665 

12 教 育 活 動 支 出 計 1,734,660 1,710,758 23,902 

13 教 育 活 動 収 支 差 額 △289,308 △235,953 △53,355 

14 受 取 利 息 ・ 配 当 金 43,142 44,528 △1,386 

15 教 育 活 動 外 収 入 計 43,142 44,528 △1,386 

16 そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出 0 0 0 

17 教 育 活 動 外 支 出 計 0 0 0 

18 教 育 活 動 外 収 支 差 額 43,142 44,528 △1,386 

(13+18) 19 経 常 収 支 差 額 △246,166 △191,425 △54,741 

区分

教
育
活
動
収
支

収
入
の
部

支
出
の
部

教
育
活
動
外
収
支

収
入
の
部
支
出
の
部
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Ｂ Ａ Ｂ－Ａ

科　目 予　算 決　算 差　異

20 資 産 売 却 差 額 0 0 0 

21 そ の 他 の 特 別 収 入 7,585 4,806 2,779 

22 特 別 収 入 計 7,585 4,806 2,779 

23 資 産 処 分 差 額 10,607 10,606 1 

24 そ の 他 の 特 別 支 出 1,817 3,824 △2,007 

25 特 別 支 出 計 12,424 14,430 △2,006 

26 特 別 収 支 差 額 △4,839 △9,625 4,786 

27 予 備 費 5,000 5,000 

(19+26-27) 28 基本金組入前当年度収支差額 △251,005 △201,050 △49,955 

29 基 本 金 組 入 額 合 計 △110,000 △36,495 △73,505 

(28+29) 30 当 年 度 収 支 差 額 △361,005 △237,545 △123,460 

31 前 年 度 繰 越 収 支 差 額 △3,398,980 △3,398,980 0 

(30+31) 32 翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △3,759,985 △3,636,526 △123,459 

（参考）

(7+15+22) 33 事 業 活 動 収 入 計 1,496,079 1,524,139 △28,060 

(12+17+25) 34 事 業 活 動 支 出 計 1,747,084 1,725,189 21,895 

△251,005 △201,050 49,955 

（注）各科目の千円未満の金額は切捨処理しているため、各科目の金額の合計と合計欄の金額は一致しない。

区分

特
別
収
支

収
入
の
部

支
出
の
部
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　３．資金収支計算書（法人全体） 単位：千円

（１）資金収支計算書（予算、決算及び増減）

収　入　の　部 Ｂ Ａ Ｂ－Ａ

科　目 予　算 決　算 差　異

1 学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 1,002,610 1,001,803 807 

2 手 数 料 収 入 15,843 12,799 3,044 

3 寄 付 金 収 入 52,920 56,449 △3,529 

4 補 助 金 収 入 196,985 205,813 △8,828 

5 付 随 事 業 ・ 収 益 事 業 収 入 131,725 144,297 △12,572 

6 受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入 43,142 44,528 △1,386 

7 雑 収 入 45,114 53,640 △8,526 

8 前 受 金 収 入 108,920 97,327 11,593 

9 そ の 他 の 収 入 76,387 297,240 △220,853 

10 資 金 収 入 調 整 勘 定 △179,234 △265,325 86,091 

11 前 年 度 繰 越 支 払 資 金 710,763 710,763 0 

12 収 入 の 部 合 計 2,205,175 2,359,337 △154,162 

支　出　の　部 Ｂ Ａ Ｂ－Ａ

勘　定　科　目 予　算 決　算 差　異

13 人 件 費 支 出 806,293 806,292 1 

14 教 育 研 究 経 費 支 出 491,763 467,575 24,188 

15 管 理 経 費 支 出 195,771 194,818 953 

16 施 設 関 係 支 出 112,642 112,641 1 

17 設 備 関 係 支 出 57,806 30,924 26,882 

18 資 産 運 用 支 出 91,005 91,004 1 

19 そ の 他 の 支 出 93,995 93,994 1 

20 [ 予 備 費 ] 10,000 10,000 

21 資 金 支 出 調 整 勘 定 △109,651 △135,115 25,464 

22 翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 464,970 697,202 △232,232 

23 支 出 の 部 合 計 2,205,175 2,359,337 △154,162 

（注）各科目の千円未満の金額は切捨処理しているため、各科目の金額の合計と合計欄の金額は一致しない。

○資金収支：「当該年度の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容」並びに「当該会計年度における支払資金の収入及び
支出のてん末」を表している。
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４．貸借対照表（法人全体：本年度末及び前年度末の残高並びに増減）

　貸借対照表は、一定時点（決算日）における学校法人の資産並びに負債・基本金等の財産の内容を示しており、学校法人
の財政状態を表しています。

（単位：千円）

資　産　の　部 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

科　　　　　目 本年度末 前年度末 増　減

1  固定資産 9,817,942 10,096,936 △278,994 

2 　有形固定資産 5,273,678 5,365,445 △91,767 

3 　特定資産 4,378,726 4,554,756 △176,030 

4 　その他の固定資産 165,537 176,734 △11,197 

5  流動資産 836,885 753,541 83,344 

6 （うち、現金預金） (697,202) (710,763) （△13,561)

7 （上記以外） (139,683) (42,778) (96,905)

8 資産の部　合計 10,654,828 10,850,477 △195,649 

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

科　　　　　目 本年度末 前年度末 増　減

9  固定負債 397,978 393,426 4,552 

10  流動負債 241,093 240,244 849 

11 負債の部　合計 639,072 633,671 5,401 

12  基本金 13,652,282 13,615,786 36,496 

13 （第１号基本金） 13,245,282 13,208,786 36,496 

14 （第３号基本金） 300,000 300,000 0 

15 （第４号基本金） 107,000 107,000 0 

16  繰越収支差額 △3,636,526 △3,398,980 △237,546 

17 純資産の部　合計 10,015,755 10,216,806 △201,051 

18
負債の部及び純資産の部

合計
10,654,828 10,850,477 △195,649 

（注）各科目の千円未満の金額は切捨処理しているため、各科目の金額の合計と合計欄の金額は一致しません。

負債の部及び純資産の部
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５．主な財務比率（法人全体）

比　率　名 算　　式 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度
理･工･農学
系単一学部
平均値

経常収支差額比率 経常収支差額÷経常収入 -41.1% -45.3% -31.9% -22.5% -12.6% 17.4% 

人件費比率 人件費÷経常収入 64.5% 73.9% 61.8% 57.5% 53.4% 41.2% 

教育活動資金収支差額比率 教育活動資金収支差額÷教育活動資金収入計 -22.7% -19.0% -16.0% -6.9% -6.2% 22.8% 

積立率 運用財産÷要積立額（注１） 78.1% 72.2% 67.4% 63.0% 61.3% 121.9% 

流動比率 流動資産÷流動負債 193.0% 196.0% 206.4% 313.7% 347.1% 539.2% 

（注１）【運用財産】＝特定資産＋有価証券＋現金預金  【要積立額】＝退職給与引当金＋第２号基本金＋第３号基本金＋減価償却累計額（有形固定資産）

（注２）理・工・農学系単一学部の平均値は、日本私立学校振興・共済事業団編「今日の私学財政」令和４年度版より算出。

【比率の解説】（「今日の私学財政」より抜粋）

経常収支差額比率

人件費比率

教育活動資金収支差額比率

積立率

流動比率

臨時的な要素を除いた経常的な活動に関する部分に着目した比率である。この比率がプラスで大きいほど経常的な収支は安定
していることを示すが、逆にこの比率がマイナスとなる場合は、学校法人の経常的な収支で資産の流出が生じていることを意
味するため、将来的な学校法人財政の不安要素となる。

人件費の経常収入に占める割合を示す。人件費は大学における最大の支出要素であることから、この比率が適正水準を超える
と経常収支の悪化に繋がる要因ともなる。

教育活動資金収支差額の教育活動収入に占める割合を示し、学校法人における本業である「教育活動」でキャッシュフローが
生み出せているかを測る比率である。比率はプラスであることが望ましいが、「その他の活動」でキャッシュフローを生み出
し、教育研究活動の原資としている場合もあり得るため、「その他の活動」の収支状況を併せて確認する必要がある。

学校法人の経営を持続的かつ安定的に継続するために必要となる運用資産の保有状況を表す。この比率では、長期的に必要と
なる資金需要の典型的なものとして、施設設備の取替更新と退職金支払に焦点をあてている。一般的には比率は高い方が望ま
しい。

流動負債に対する流動資産の割合である｡ 流動負債に対して､ 現金預金又は一年以内に現金化が可能な流動資産がどの程度用
意されているかという､ 学校法人の資金流動性すなわち短期的な支払い能力を判断する重要な指標の一つである｡ 一般に金融
機関等では､ 200%以上であれば優良とみなしており､ 100%を下回っている場合には､ 流動負債を固定資産に投下していること
が多く､資金繰りに窮していると見られる。
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